
１　建築同意
（１）各町別建築関係事務処理状況（平成28年度） （単位：件）

区分 遠野町 綾織町 小友町 附馬牛町 松崎町 土淵町 青笹町 上郷町 宮守町 合計

確認同意 7 3 1 5 2 4 1 3 26

許可同意 3 3

計画通知 1 1

受理通知 23 3 13 4 7 6 4 60

（２）過去10年間の年度別建築関係事務処理状況 （単位：件）

年度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

確認同意 54 55 51 73 71 72 80 52 56 26

許可同意 1 2 2 5 8 7 8 5 1 3

計画通知 1 1 1

受理通知 98 88 89 59 90 116 108 76 62 60
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（１）防火対象物数の状況及び査察状況　　　　　　　　　　　　　　　

対象
物数

査察
件数

対象
物数

査察
件数

対象
物数

査察
件数

イ　劇場・映画館・観覧場 3 3 3 3 4

ロ　公会堂・集会場 28 11 29 14 29 20

イ　キャバレー・ナイトクラブ等

ロ　遊技場・ダンスホール 4 4 5 6 6

ハ　性風俗関連特殊営業を営む店舗等

二　カラオケボックス等 1 1 1 1 1

イ　待合・料理店等 3 3 3 3

ロ　飲食店 30 13 31 8 32 19

4 　　百貨店・マーケット等 63 33 63 35 64 63

イ　旅館・ホテル・宿泊所 28 18 29 14 29 33

ロ　寄宿舎・共同住宅・下宿 105 1 105 2 106 77

イ　病院・診療所・助産所 26 15 26 8 17 19

ロ　老人ホーム等 12 12 13 11 14 10

ハ　老人デイサービスセンター等 24 6 24 18 24 34

ニ　幼稚園･特別支援学校等 1 1 1 3

7 　　小・中・高・専・大各学校 64 5 64 5 64 19

8 　　図書館・博物館・美術館 22 22 22 8

イ　公衆浴場・蒸気浴場・熱気浴場等

ロ　イに掲げる以外の公衆浴場 1 1 1 1

10 　　車両の停車場・船舶、航空機の発着場 1 1

11 　　神社・寺院・教会等 39 10 39 13 39 27

イ　工場・作業場 202 46 203 61 211 142

ロ　映画スタジオ・テレビスタジオ 1 1 1 1 1

イ　自動車車庫・駐車場 20 20 1 20 14

ロ　飛行機の格納車庫

14 　　倉庫 140 12 142 12 151 65

15 　　全各号に該当しない事業場 196 14 198 18 198 98

イ　特定防火対象物が存在する複合用途 105 38 105 54 105 98

ロ　特定防火対象物が存在しない複合用途 26 3 26 2 26 21

17 　　重要文化財等（150㎡以下も含む） 2 2 2 2 2

18 　　アーケード（延長50ｍ以上）

合             計 1,146 246 1,156 278 1,170 789

平成28年度

２　消防用設備等の規制

3

2

平成26年度 平成27年度

平成29年３月31日現在

12

1

16

5

9

6

13
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（２）消防用設備等点検結果報告状況
防火対象物

施設棟数 平成26年度 平成27年度 平成28年度

イ　劇場・映画館・観覧場 3 3 3 4

ロ　公会堂・集会場 29 26 10 8

イ　キャバレー・ナイトクラブ等

ロ　遊技場・ダンスホール 6 4 5 3

ハ　性風俗関連特殊営業を営む店舗等

ニ　カラオケボックス等 1 1 1 2

イ　待合・料理店等 3 1 1 1

ロ　飲食店 32 13 10 17

4 　　百貨店・マーケット等 64 35 35 40

5 イ　旅館・ホテル・宿泊所 29 18 10 18

イ　病院・診療所・助産所 17 26 19 18

ロ　老人ホーム等 14 12 12 15

ハ　老人デイサービスセンター等 24 24 19 39

ニ　幼稚園･特別支援学校等 1 1 1

9 イ　公衆浴場・蒸気浴場・熱気浴場等

16 イ　特定防火対象物が存在する複合用途 105 41 42

328 164 167 227

5 ロ　寄宿舎・共同住宅・下宿 106 23 14 54

7 　　小・中・高・専・大各学校 64 21 3 1

8 　　図書館・博物館・美術館 22 4 15 28

9 ロ　イに掲げる以外の公衆浴場 1 1

10 　　車両の停車場・船舶、航空機の発着場 1

11 　　神社・寺院・教会 39 8 4 9

イ　工場・作業場 211 63 54 84

ロ　映画スタジオ・テレビスタジオ 1

イ　自動車車庫・駐車場 20 4 3 8

ロ　飛行機の格納庫

14 　　倉庫 151 12 18 24

15 　　全各号に該当しない事業所 198 61 54 58

16 ロ　特定防火対象物が存在しない複合用途 26 1 3

17 　　重要文化財等(150㎡以下も含む) 2 2 2 2

18 　　アーケード(延長50ｍ以上)

842 199 170 269

1,170 363 337 496合　　　　　　計

12
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非
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対
　
象
　
物

小　　　　　　計

消防用設備等点検結果報告状況
　令別表区分

1

特
　
定
　
防
　
火
　
対
　
象
　
物

2

3

小　　　　　　　　　計

6
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（３）過去10年間の消防用設備等点検結果報告状況

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

報告数 488 253 446 366 311 374 433 363 454 501

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

着工届出 20 14 12 15 25 26 22 20 27 20

設置届出 66 72 54 75 103 104 122 81 106 66

検査済証 61 77 54 76 105 92 94 74 98 59

（４）過去10年間の消防用設備等の着工・設置と検査済証交付状況
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平成28年度消防用設備等の届出・検査状況 （単位：件）

着　工　届 設　置　届 検　　査

消火器 1 16 15

屋内消火栓 1

パッケージ型消火設備 1 1 1

スプリンクラー設備 2 3 2

ハロゲン化物消火設備

粉末消火設備

屋外消火栓設備

二酸化炭素消火設備

水噴霧消火設備

泡消火設備

動力消防ポンプ設備

自動火災報知設備 12 24 20

ガス漏れ火災警報設備

漏電火災警報器 1 1

消防機関へ通報する設備 1 2 2

非常警報器具・設備 3 2

避難器具・避難梯子 1

避難器具・救助袋

避難器具・緩降機 他

誘導灯・誘導標識 16 16

消防用水

連結送水管

排煙設備

連結散水設備 1

非常コンセント設備

無線通信補助設備

20 66 59合　　　　　　　計
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（５）消防用設備等の設置状況
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３　住宅用火災警報器

年度別 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

遠野市 86.6% 88.9% 87.8% 88.7%

遠野 綾織 小友 附馬牛 松崎 土淵 青笹 上郷 宮守

平成25年度 80% 92% 85% 94% 84% 90% 90% 96% 93%

平成26年度 85% 96% 82% 92% 94% 84% 84% 93% 94%

平成27年度 82% 91% 82% 92% 92% 86% 86% 92% 93%

平成28年度 88% 91% 94% 75% 88% 88% 88% 87% 93%

　　※　調査方法　※調査方法
１

２

（１）住宅用火災警報器設置状況　   各年３月31日現在

各年３月31日現在（２）各町別住宅用火災警報器設置状況　

　住宅用火災警報器設置届、建築確認申請書等による把握。

　春季・秋季全国火災予防運動期間中に市内全域の世帯を消防団及び婦人消防協力隊の
協力により設置調査を実施し、市火災予防条例の設置基準に適合している世帯のみを計
上。
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４　防火団体等の現況

（１）遠野市婦人消防協力隊

本部 １部 ２部 ３部 ４部 ５部 ６部

6 ○

附馬牛町 2 34 ○ ○ ○

松 崎 町 1 7 ○ ○

土 淵 町 1 10 ○ ○

青 笹 町 5 127 ○ ○ ○ ○ ○ ○

上 郷 町 1 12 ○ ○

宮 守 町 6 54 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

達 曽 部 6 61 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鱒    沢 4 42 ○ ○ ○ ○ ○

26 353

（２）遠野市幼年消防クラブ（15組織）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

遠野聖光こども園幼年消防クラブ 33 平成18年４月１日

第４分隊

鱒沢幼稚園保育園幼年消防クラブ

380

光の園幼稚園幼年消防クラブ 34

上郷保育園幼年消防クラブ

宮守幼稚園保育所幼年消防クラブ

達曽部幼稚園保育園幼年消防クラブ

第７分隊

第６分隊

第５分隊

岩滝保育園幼年消防クラブ

附馬牛保育園幼年消防クラブ

白岩保育園幼年消防クラブ

松崎保育園幼年消防クラブ

土淵保育園幼年消防クラブ

第11分隊

第10分隊

第９分隊

第８分隊

青笹保育園幼年消防クラブ

人　数

42

神明保育園幼年消防クラブ 31

ク　　　ラ　　　ブ　　　名

綾織保育園幼年消防クラブ 26

遠野保育園幼年消防クラブ

24

平成29年３月31日現在

管轄区域 部　数 隊員数(人)
婦人消防協力隊と消防団分団部との比較

隊 本 部

36

13

10

    ※　表中の「○」は、婦人消防協力隊が存在する部を表す。
    ※　表中の空白は、婦人消防協力隊が存在しない部を表す。
    ※　表中の斜線は、消防団分団部が存在しないことを表す。

平成29年３月31日現在

0

11

35

17

41

27

昭和60年４月１日

昭和60年４月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

平成18年４月１日

合　　　　　　計

所　属

結　成　年　月　日

合　　　計

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和61年８月１日

昭和60年４月１日

- 31 -



（３）遠野市少年消防クラブ（14組織） 平成29年３月31日現在

ク　　　ラ　　　ブ　　　名 人　数 結　成　年　月　日

1 遠野小学校少年消防クラブ 147 昭和54年４月10日

2 遠野北小学校少年消防クラブ(旧松崎小学校から) 157 昭和36年２月１日

3 綾織小学校少年消防クラブ 37 昭和36年２月16日

4 小友小学校少年消防クラブ 26 平成４年４月１日

5 附馬牛小学校少年消防クラブ 23 平成12年４月１日

6 土淵小学校少年消防クラブ 48 昭和35年12月10日

7 青笹小学校少年消防クラブ 73 平成４年４月１日

8 上郷小学校少年消防クラブ 50 平成４年４月１日

9 宮守小学校少年消防クラブ 51 昭和61年12月１日

10 達曽部小学校少年消防クラブ 18 昭和61年12月１日

11 鱒沢小学校少年消防クラブ 20 昭和61年12月１日

12 遠野中学校少年消防クラブ 261 平成25年４月１日

13 遠野東中学校少年消防クラブ 110 平成25年４月１日

14 遠野西中学校少年消防クラブ 76 平成25年４月１日

合　　　　　　計 1,097

第34回遠野市児童生徒防火作品コンクール（ポスターの部）受賞作品

遠野市少年消防クラブ育成会長賞

きもと こはる

遠野北小学校４年 木 元 小 春

遠野市少年消防クラブ育成会長賞

さとう りん

達曽部小学校５年 佐 藤 凜

- 32 -



指　定　数　量　別　施　設　数 　　　

（２）危険物規制事務処理状況

（３）立入検査実施状況 

種別

40

仮 貯 蔵 仮 取 扱 承 認

廃 止 届

平成29年３月31日現在

平成29年３月31日現在

合 計
製 造 所 貯 蔵 所 取 扱 所

製　　造　　所　　等

4

12

93.5%

173235

18547

74.5%

2

21

21

100.0% 100.0% 100.0%

25

100.0% 100.0%

65

実 施 率 100.0% 100.0% 100.0%

4実 施 数 1 10 10

2565

18

施 設 数 1 10 10 4

　
屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

　
地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

　
製
造
所

　
屋
内
貯
蔵
所

　
移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

22

　
合
　
　
計

　
屋
外
貯
蔵
所

平成29年３月31日現在

　
屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

　
給
油
取
扱
所

　
一
般
取
扱
所

合 計

9 2完 成 検 査

仮 使 用 承 認

5

1

11

1

11

43

5

変 更 許 可 4 1 5

設 置 許 可

117 30

区　　分

2 2

15

4給 油 取 扱 所

4

3

4

13

地下タンク貯蔵所

移動タンク貯蔵所 47

屋 内 貯 蔵 所 6 3

2

216 4

製 造 所

屋外タンク貯蔵所

1

1

100倍を
超えるもの

種別
50倍を超え
100倍以下

5倍以下
5倍を超え
10倍以下

10倍を超え
50倍以下

区分

21

185

4屋内タンク貯蔵所

2510

1 1

7

1

10

10

4

65

47

2

1

合　計

５　危険物規制

（１）危険物製造所等の施設と貯蔵状況

種別

区分

一 般 取 扱 所

合 計

屋 外 貯 蔵 所
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６　産業保安規制

（１）産業保安施設数

　　ア　火薬類

施  設  数

１

 砕　  石 ４

 土　  木 １

 そ の 他 １

 １　  級 ４

 ２　  級

 ３　  級

 そ の 他

 販売業者 １

 消 費 者

 そ の 他

12

　　イ　液化石油ガス

８

 500以下 ３

 500を超え1,000以下 ３

 1,000を超え2,000以下

 2,000を超え4,000以下 １

 4,000を超え8,000以下

 8,000を超え16,000以下 １

【用語説明】

①　火薬類

一般消費者
(世帯)

火 薬 庫

合          計

　　　一般消費者…　販売業者が契約している世帯数。

②　液化石油ガス

　　　消費場所…  火薬類を消費する場所（砕石業・土木工事に伴う岩盤除去など）。

　　　　　　　　から３級火薬庫に分類される。
　　　火 薬 庫…　貯蔵する数量又は構造等により異なる。貯蔵の区分により１級火薬庫

　　　火薬庫外…　経済産業省令で定める数量以下の火薬類を貯蔵する場所。

消費場所

平成29年３月31日現在

火薬庫外
貯蔵場所

区　　　　　分

　　販　　売　　所

　　販 売 業 者 数
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(２)　平成28年度産業保安規制事務処理状況

　ア　火薬類

件   　数

12

3

3

5

3

5

9

9

4

4

8

7

72

　イ　液化石油ガス

件   　数

1

2

5

5

13

　火薬類譲受・消費許可の交付(公安委員会通報)

　火薬類消費許可申請書等記載事項変更届の受理

　火薬類譲受許可証の交付精査

合          計

合          計

　立入検査

　液化石油ガス設備工事届

　保安業務実施状況報告の受理

　火薬類製造（取扱）保安責任者等選任（解任）届出の受理

　火薬類消費報告の受理

　火薬類出納状況報告の受理

　火薬類譲受許可証書換（申請）

　消費（煙火）許可証の交付（公安委員会への通報）

　液化石油ガス販売所等変更届

　消費（煙火）許可申請書受理

　保安検査結果報告の受理（保安協会から）

区　　　　分

平成29年３月31日現在

　液化石油ガス販売事業報告の受理

　保安検査受験届の受理（受験者から）

　火薬庫定期自主検査報告書の受理（計画･報告）

　火薬類譲渡許可証の交付

　火薬類譲受継続許可証の交付

区　　　　分

　火薬庫廃止届

　火薬庫・消費場所（火工所・取扱所）の立入り検査
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おもな用語の説明 
 

  

建築同意 消防が防火の専門家という立場から建築物の火災予防について設計の段 

 階から関与して、建築物の安全性を高めることを目的として設けられてい 

 る制度で、建築確認申請を受理した建築主事の求めに応じ、消防長又は消 

 防署長が「同意」するものである。 

  

許可同意 建築基準法第43条第１項のただし書きで定められる無接道建築物の建築 

 などについて許可申請を受理した建築主事の求めに応じ、消防長又は消防 

 署長が「同意」するものである。 

  

受理通知 建築確認に係る建築物が住宅で、公共性、安全性等行政関与がなくても 

 設計、施行者により安全性があるとし、同意制度によらず通知されるもの 

 である。 

  

計画通知  国・都道府県などが建築主である建築物について、建築確認申請にかわ 

 る手続きである。 

  

製造所  最初に用いる原料が危険物、非危険物であるかを問わず、種々の作業工 

 程を経て製造した最終製品が危険物である対象をいう。 

  

屋内貯蔵所 屋内の場所において危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所をいう。 

  

屋外貯蔵所  屋外の場所において特定の第 2類及び第 4類の危険物を貯蔵し、又は取 

 り扱う貯蔵所をいう。 

  

屋内タンク貯蔵所  屋内でタンクにおいて危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所をいう。 

  

屋外タンク貯蔵所 屋外にあるタンクにおいて危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所をいう。 

  

地下タンク貯蔵所  地盤面下に埋没されているタンクにおいて危険物を貯蔵し、又は取り扱 

 う貯蔵所をいう。 

  

移動タンク貯蔵所  車両に固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所 

 をいう。 

  

一般取扱所  危険物を原料として種々の化学反応を伴う等、最終製品が非危険物とな 

 なるもの。また、貯蔵するタンクに付属する注入口等の部分において、1 

 日に指定数量以上取り扱うものをいう。 

  

給油取扱所 固定した給油設備によって自動車等の燃料タンクに直接給油するため危 

 険物を取り扱う取扱所をいう。 

  

  

  

  

  

 


